
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本マンション学会 2022 千葉大会が、2022 年４月

16 日（土）～17 日（日）、オンライン方式で開催さ

れました。本号ではメインシンポジウム、９分科会の

概要を報告します。 

 

 

今回のメインシンポジウムは、学会創立 30 周年記

念行事の一環であることから、学の原点に立ち返って

考えることとし、「マンション新時代を展望する」と

いうテーマを設定しました。 

メインシンポジウムの内容は、二部構成としました。 

第一部では、国土交通省住宅局矢吹周平参事官に記

念講演をお願いし、「マンション政策の成果と展望」

というテーマでお話しいただきました。まず、法改正

も踏まえたマンション政策の方向性として、①適正な

管理・修繕の推進を通じ、マンションを長く使う（ス

トックの長寿命化を図る）、②修繕等では機能の回復

が困難なマンションは、建替え等による再生の円滑化

を推進することを示した後、マンションの現状と課題

について統計データを示しながら個別具体的に説明

していただきました。次に、マンション関連法の改正

として、適正化法の令和２年改正の内容、修繕積立金

ガイドラインの改訂などの説明をいただきました。さ

らに、各種支援措置として、管理適正化・再生推進事

業、長寿命化等モデル事業、住宅金融支援機構による

技術的支援などについてもご説明がありました。豊富

なデータを紹介していただき、全体像が数字により具

体的に理解できました。また、政策の内容についても

丁寧に説明いただき、一段と理解が深まりました。 

第二部は、パネルディスカッションで、「マンショ

ン新時代とマンション学」というサブテーマを設定し

ました。パネリストとして、鈴木克彦先生、折田泰宏

先生、鎌野邦樹先生、齊藤広子先生にご登壇いただき

ました（最初の発言順）。まず、今後目指すべきマン

ション像とは、その実現に向けて求められるマンショ

ン学のあり方とは、関係者の責務とは、学会が果たす

べき役割とはといった、マンションを巡る様々な課題

に関し基調講演的なプレゼンをいただいた後、重要な

キイワードを取り上げ、ご議論をいただきました。最

後に、まとめのメッセージを発表していただきました。

マンション学にとって非常に有益なご見解が提示さ
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れ、実りある議論が交わされました。 

なお、これらの内容は、「マンション学」72 号に掲

載します。 

 

 

第１分科会では、研究者３名、実務家１名による４

報告を行い、約 30 名が参加した。時間ぎりぎりまで

の報告となったため、質疑は行わず最後は報告者の今

後の研究に向けての抱負を語って終了した。 

第１報告の田中報告では、ポスト人口減少社会の成

熟社会の建造環境での住宅供給形式について、「既存

の住宅ストック流通の主流化」と「新規住宅供供給の

主流継続」の２つの仮説を提示し、両仮説ともに地域

配慮の重要性を増す点を指摘した。その上で事例報告

では、マンション居住者と既存社会の共生で生じるリ

スク及び回避策検討の知見として、①活動が軌道に乗

るまでの時間コストの大きさと②担い手の対立によ

るリスクを指摘した上で、活動の不安定化回避策とし

て③活動方針の公式化の有効性を指摘した。 

第２報告の片山報告では、マンション管理実態調査

の一部自治体データを利用し、国土交通省の「マンシ

ョン管理適正化指針」や「管理計画認定制度」の認定

基準も交えた分析結果を紹介した。その中で「長期修

繕計画の計画期間」「長期修繕計画の作成、計画見直

し周期」「修繕積立金の毎月の積立金額」「高経年マ

ンションの実態」「居住者の高齢化」の実態と動向に

ついて、具体的なマンション事例を交えて報告した。 

第３報告の山根報告では、米国各州のコミュニテ

ィ・アソシエーション管理業者に対する公的な許認可

制度の事例報告を行った。そして公的な認可制度が米

国及び諸外国で作られた要因を、諸外国では管理会社

か個人事業主の管理業者のみ存在し、そこで管理組合

や管理業者の負担増や不正・不適切行為の防止のため

に、管理業者を対象とする公的な許認可制度導入や規

制強化が進んだ点を指摘した。 

第４報告の丁報告では、集合住宅の区分所有に代わ

る新たな所有形態検討の必要性を主張した上で、欧米

やアジアの集合住宅の新たな所有形態の一つの住宅

協同組合の仕組みに着目して事例報告をおこなった。

事例報告では、韓国の現地調査で得た多様な事例を紹

介したほか、コロナ禍前に調査したフランスでのソー

シャルミックスの事例も踏まえて、日本の集合住宅に

おける新たな住まい方の可能性を提案した。 

 

 

「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」

が令和２年６月に改正され、本年から地方公共団体が

マンション管理組合の運営状況や経理実態、修繕計画

などをチェックする「マンション管理計画認定制度」

が任意の制度としてスタートしたことから、「マンシ

ョンの長寿命化と管理計画認定制度のあり方」をテー

マとしてパネルディスカッション方式で幅広く議論

を行った。最初に話題提供として、藤本佳子氏から国

及び他団体のマンション管理評価制度の比較分析の

成果をふまえて運用上の課題が報告された後、中嶋康

夫氏から過去の管理状況適正度評価方法の紹介があ

り、マンション管理士等の専門家の役割を述べると共

に管理組合に向けた啓発の必要性が提示された。また、

折田泰宏氏からは自身が居住するマンションを対象

に認定評価の試案を行った経験をふまえて認定基準

のあり方について問題提起があった。そして最後に、

大槻博司氏からはマンションストックのグレードア

ップ化についての意義を述べた上でこれらの取組み

を評価する仕組みの必要性が提示された。 

これらの話題提供をふまえ、分科会への参加者も交

えて意見交換を行った。区分所有者や管理組合にとっ

ての認定制度のメリットについては、認定を受けたマ

ンションへのインセンティブを確保する一方で、要支

援マンションに対しての自治体の支援体制の必要性

が指摘された。また、認定結果が市場評価に影響を与

えることで、マンション管理の水準を高めることへの

貢献に期待ができる一方で、認定の適否でマンション

の差別化につながることの危惧が指摘された。 

認定基準の見直しについては、築年数に応じた認定

基準の設定が求められる点や地方自治体独自の認定

基準の必要性について議論があり、特に防災対応や地

第１分科会 

「現状分析から捉える持続可能なマンション居

住の展望と課題」 

‹マンション住環境まちづくり研究委員会› 

田中志敬（福井大学） 

第２分科会 

「マンションの長寿命化と管理計画認定制度の

あり方」 

‹マンションストック活用研究委員会› 

鈴木克彦（京都橘大学） 



 

 

域との連携等については追加の意義が指摘された。一

方で、新築マンションを対象とした「予備認定」の重

要性が各氏から指摘され、分譲業者に対しても認定基

準を充たしたマンションの分譲を啓発普及させてい

くことが重要であるとの認識が共有された。また、管

理実態の把握がますます困難になってきている状況

から、管理状況の定期的な報告の義務化を促す制度の

必要性が指摘された。最後に、学会として認定制度の

今後の運用状況を継続的に調査し、改善すべき課題に

ついて検討していくことを確認した。 

 

 

第３分科会は、認知症高齢者等の事例と対応マニュ

アルの指針に関する研究内容を発表した。 

「趣旨説明」において、54 個の認知症高齢者等の事

例の内で１個の事例だけを公表することを述べた。ま

た、対応マニュアルの指針はマンション学第 70 号の

拙稿「管理適正評価・認定制度と高齢者・障害者対応

マニュアルの指針」の継続部分であり、しかも高齢者・

障害者対応マニュアルの指針のすべてではなく重要

な事項に限定することを述べた。事例も高齢者・障害

者対応マニュアルの指針も五つの視角から分析して

いることも述べた。五つの視角の内の「１．区分所有

者その他の居住者からの視角」と「５．近隣住民、自

治会・町内会その他の公共団体、民間事業者等からの

視角」は別途公表することを述べた。 

「事例」において、住戸番号を忘れ、他人の住戸を

自分の住戸と思い込んでいた事例を採り上げた。将来

的に増加する一人暮らしの高齢者の対応と支援を五

つの視角から分析した。 

「高齢者・障害者対応マニュアルの指針－総論－」

において、高齢者と障害者への適切な対応、組織体制、

対応マニュアルの指針と五つの視角の概略を述べた。 

その上で各論として「マンションと管理組合」「マ

ンションと管理会社」「マンションと行政（高齢者福

祉・障害者福祉）」「マンションと地域包括支援セン

ター」「マンションと社会福祉協議会」の重要な事項

を採り上げた。 

「マンションと管理組合」と「マンションと管理会

社」において、14 個の事項を述べた。マンション内部

の取り組みだけでなく、自治体、地域包括支援センタ

ー、社会福祉協議会、保健所、自治会、町内会等の連

携にも言及した。これに呼応して、「マンションと行

政（高齢者福祉・障害者福祉）」「マンションと地域

包括支援センター」「マンションと社会福祉協議会」

の取組みを述べ、マンションとの連携の仕方を検討し

た。 

第３分科会には多くの会員が参加していただき、活

発な議論を行った。高齢者・障害者対応マニュアルを

今後作成していくので、参加希望のある人は連絡をし

ていただきたいということも述べた。 

 

 

第４分科会（マンション大規模改修工事技術開発研

究委員会）は、「マンションにおける給排水設備改修

工事費の傾向」としたテーマで研究報告を行った。

2021 年度の当研究委員会の活動は、工事費用が予測

しにくい給排水設備改修工事費の簡易算出方法の開

発を目的に行った。そこで今回の分科会では、排水設

備改修工事事例（13 事例）を分析して得られた工事費

の傾向、工事内訳書の構成、工事費の簡易算出に必要

となる戸あたり工事費の検討結果等を報告した。以下

にその内容を概説する。 

分析対象とした 13 事例の工事データは、マンショ

ンリフォーム技術協会の会員である設備施工会社か

ら収集した。13 事例はそれぞれ、建物形状、建物規模

（戸数・階数・棟数）、経年数、専有部分改修工事内

容などが全て異なる。したがって、一概には各マンシ

ョンに共通する工事費の傾向がみられるとは言い難

い状況であった。 

このことを踏まえ、まずは 13 事例の内、単棟型マ

ンションの７事例に絞って工事内訳書の構成を分析

した。７事例はそれぞれ異なった工事内訳書の構成を

とっており、そもそも工事費を横並びに比較できる状

況にはなっていなかった。そこで、各事例の工事内訳

第３分科会 

「認知症高齢者等の事例と対応マニュアルの指

針」 

‹認知症高齢者等の課題研究委員会› 

角田光隆（神奈川大学） 
第４分科会 

「マンションにおける給排水設備改修工事費の

傾向」 

‹マンション大規模改修工事技術開発研究委員

会› 

藤木亮介（明海大学） 



 

 

書の特徴を分析すると共に、標準的な工事内訳構成を

検討・提案した。なお、工事内訳書を標準化すること

は、工事内容に対する管理組合の理解を促す上でも意

味がある。 

この標準内訳構成に基づき、分析対象とした単棟型

マンション７事例の工事内訳書を精緻に再集計し、分

析しなおした。その結果、科目別工事費の横断的評価

が可能となり、建物規模（戸数・階数）や経年数と、

戸当り単価との相関性が確認できるようになった。一

方、科目工事費に含まれる細目は既存配管方法や位置

などの設計仕様に大きく左右されることも明確とな

った。 

今後も継続して研究を充実させ、マンション管理の

支援に資する情報へ結び付けていきたい。 

 

 

熊本地震特別研究員会では、過去の大規模な震災

（阪神・淡路、東日本、熊本）においてのマンション

の被災状況の実態と、特に深刻な被害を被ったマンシ

ョンの再生事例の収集、分析を行い、マニュアル作成

及びその提言を行ってきた。一方で、各震災において

は滅失や大規模損壊には至らなかったが、そのマンシ

ョンでの生活継続に支障をきたす程度の被災マンシ

ョンも多数にのぼっているにもかかわらず、この被災

状況、復旧状況については正確に把握できてはいない。 

さらには、これらのマンションについてその被災状

況を正確に把握する技術者や、適切な復旧工事が行え

る事業者の不足と、過去の震災被害（阪神・淡路、東

日本）の教訓が伝承されていない。これが復興のため

の大きな障害になっていることから、本課題について、

研究委員会内「復旧法制度・技術等検証ＷＧ」として、

その課題の解決に向けた政策提言を行うべく活動を

行なってきた。 

本分科会では、現地調査が行えない等活動の制限が

あった中で、中間報告として、現状における、マンシ

ョンの災害復旧に活用が可能と考えられる公的な支

援制度（地震保険を含む）についての制度の変遷と、

運用状況について整理し、その概要と現状における課

題についての報告をおこなった。 

報告は①罹災証明書交付制度（大滝報告）、②住宅

応急修理制度（柴原報告）、③地震保険制度（中山報

告）において現況を整理し、④今後の大規模震災の復

興段階で求められること（片山、山本報告）において、

その他の制度説明と、今後検討すべき課題について報

告した。具体的にはマンションの共用部の応急復旧、

給排水等の設備の復旧に対しての有効な支援制度の

構築、自治体の受付対応の遅延の課題に対応する有効

な政策提言の実施と、マンションの迅速な復旧対応と

行政の迅速な対応の根拠となる技術マニュアルの整

備が重要であり、WG として本課題にについて今後継

続的に取り組む旨を述べて報告発表を終了した。 

その後、報告者以外の WG メンバーによる意見交換

を行い分科会を終了した。 

 

 

第６分科会は、大会２日目である 17 日の朝９時か

ら 12 時 30 分まで、「マンション管理の専門家のあり

方-マンション管理士調査を踏まえて」として、意見

交換を行った。はじめに齊藤広子（横浜市立大学）よ

り、本研究委員会の設立の趣旨説明を行った。2020 年

度、2021 年度については、専門家のなかでもマンショ

ン管理士に注目すること、そしてマンション管理士及

び活用されている方への聞き取り調査を行い、以下の

６つの論点を提示した。①マンション管理士の役割と

責任、そして独立性、第三者性は必要か。②マンショ

ン管理士の試験は知識を問うだけでなく試験問題を

論述にする等の工夫が必要か。③マンション管理士の

質の向上のための教育・研修制度は？経験などを踏ま

えてのレベルや分野別資格が必要か。④業務の遂行体

制として、士業法、士会強制加入は必要か。⑤管理組

合が活用するための支援体制としてマッチング支援

や紛争処理体制は？地域特性の考慮は？⑥他の専門

家との連携のあり方は？ 

この論点について、山根聡子氏（摂南大学）からマ

ンション管理士への調査を通じての課題の提示、小杉

第５分科会 

「震災発生後の救済諸法制度とその運用変遷、

および残された課題」 

‹熊本地震特別研究委員会 復旧法制度・技術等

検証 WG › 

片山次朗（マンション管理士） 

第６分科会 

「マンション管理の専門家のあり方」 

‹専門家特別委員会› 

齊藤広子（横浜市立大学） 



 

 

学氏（明海大学）からは管理会社や管理組合への聞き

取り調査から現状の課題及び今後の方針、服部弘嗣氏

（弁護士）から弁護士の研修制度等を踏まえてマンシ

ョン管理士の士会加入や研修方法についての具体的

な提案をいただいた。 

それを踏まえて瀬下義浩氏（マンション管理士）、

佐藤優氏（マンション管理士）、会場からコメント・

意見をいただいた。主な内容は以下の点である。マン

ション管理士業法を整備し士会加入を強制にするべ

きである（必要はないという意見もあった）。マンシ

ョン管理士のレベルは多様であり、研修の充実は必須

である。試験制度を見直し、事例問題や実務理解を促

す必要がある。大規模マンションにはマンション管理

士法人での対応が必要である。不良マンション管理士

の排除のために懲戒処分制度が必要である。マンショ

ン管理士は自分のマンション等でも学ぶことができ

る。供給時に原始規約や長期修繕計画などをマンショ

ン管理士がチェックする体制が有効ではないか。なお、

分科会には 51 名の参加があった。 

 

 

第７分科会では、要介助者世帯対応研究委員会座長

の藤本佳子氏が趣旨説明を行い、介助が必要な世帯が

安全で安心して快適な住生活を送るための課題につ

いて５名が報告を行った。 

老田智美氏は、府営住宅にある障害者グループホー

ムの現地調査から、居住者は家賃の安さを重視してい

ること、要介助者になっても居住可能なプラン、例え

ば水回りの面積に余裕が必要であることなどを指摘

した。 

島本卓氏と宮野秀樹氏は、頸髄損傷により電動車椅

子を使用して賃貸物件で自立した生活を行っている。

島本氏は、物件を探す際に重視した条件を示し、中で

も入浴について直面した課題や IoT の実践などの報

告を行った。賃貸物件の場合、退去時の原状回復義務

や、不動産業者の理解が課題であると指摘した。 

宮野氏は、大型の電動車椅子では移動面積に余裕が

ない賃貸物件での生活が困難と指摘し、重度障害者等

が自立した生活を実現するには認知度の向上や関係

機関が相互理解を深めることが必要とした。 

角田光隆氏は、マンションで重度障害者が一人暮ら

しを行う上で満たすべき条件として共用部分、専用部

分の課題箇所を中心に「バリアフリー法」や東京都の

「建築物バリアフリー条例」などの基準を示した。加

えて人的環境や災害対策等の視点からも報告を行っ

た。 

横田隆司氏は、国、自治体の報告書等から要介助者

が求める賃貸住宅の供給環境について報告を行った。

行政の住宅系と福祉系の部署間の連携に課題がある

ことや、施策は増えてきているが、ユーザー視点など

不十分な点もあることを指摘し、学会等からの情報発

信の必要性を説いた。 

報告後の意見交換では、マンション購入後に障害を

負った場合、改修が困難で居住が不可となる事例もあ

り、既存分譲マンションの改修は多面的に検討する必

要があることが出席者の中で共有された。 

今年１月に分譲マンションでのグループホームの

運営を禁止する判決が出されたが、災害時対応も含め

地域で生活する障害者の QOL の向上のため、当事者や

研究者、実務家などの充実した議論が求められると締

め括られた。 

 

 

第８分科会では、２件の判例に関する報告と、それ

に対する質疑応答が行われました。 

第１報告として、区分所有法７条の先取特権に基づ

く配当要求によって管理費等の時効が中断するかが

争われた、最判令和２年９月 18日民集 74巻６号 1762

頁について、花房博文会員から詳細な報告がなされま

した。 

この判決の判断については、肯定的な評価がほとん

どです。これに対して、花房会員は、差押えに準じて

配当要求に時効中断の効力が認められる点にはこの

判決に賛成するものの、基本となる競売手続が取り消

されても、なお配当要求による時効中断の効力を有し

続けることに疑問を呈されました。 

第７分科会 

「要介助者が求めるマンション環境の課題と展

望」 

‹要介助者世帯対応研究委員会› 

中迫由実（熊本大学） 
第８分科会 

「最近のマンションの紛争と裁判」 

‹マンション判例研究委員会› 

大山和寿（青山学院大学） 



 

 

 第２報告として、管理組合の理事長の職務執行が、

私的利益を目的として行われたものであって、善管注

意義務に違反するとされた、東京高判令和元年 11 月

20 日について、大山和寿から報告がなされました。 

この報告では、次のことが述べられました。「忠実

義務」とそれ以外の善管注意義務の問題とに分けて考

えてみると、「忠実義務」以外の善管注意義務につい

ては、マンション管理の素人が管理組合の役員となる

ことが類型的に予定されており、また報酬もないか、

あっても少額であることからすると、管理組合の役員

に対して高い水準の注意を求めにくいのではないか。

これに対して、「忠実義務」については、本人である

管理組合の利益を犠牲にして、管理組合の役員が私利

を図ってはならないことは、素人であっても認識して

いるというべきである。 

 

 

第９分科会「一般報告」は、４月 17 日（日）午後

１時 30 分より開催された。一般報告は、研究発表を

希望する会員のために設けられた報告の場である。オ

ンライン開催でどの程度の関心が寄せられるか心配

する声も聞かれたが、当日は 40 名に近い多くの会員

が参加し盛況な賑わいを見せた。なお、同時に予定さ

れていた実務／管理報告会は、報告希望がなかったた

め取りやめとなった。 

今年度は、田邊正治・片山次朗両会員による「修繕

積立金への「リバースモーゲージ制度導入」の支援事

業に取り組んで」と、五十嵐彰・西川義明両会員によ

る「外壁タイル剥落事例における剥離現象と施工瑕疵

判断の検証」の２件の報告が行われた。 

田邊・片山報告は、高経年マンションにおける修繕

費負担の軽減を目的とした、リバースモーゲージ制度

を活用した資金調達の事業（国庫補助事業であった）

が完了したことを受けての経緯・成果の報告である。

この事業の途中経過については 2019 年福岡大会と

2020 年大阪大会の実務報告で報告がなされていた。

マンション再生を目指す上での難問である費用負担

について、新たな制度の貴重な実施例を示す、有益な

発表であった。質疑応答では、複数の制度の比較検討

の知見、アンケート調査における外部居住者の認識に

ついての質問などがなされた。 

五十嵐・西川報告は、こちらも 2020 年大阪大会の

一般報告に続く、マンション修繕の施工トラブルに関

する報告である。マンション外壁タイル剥落について

３つの事例を紹介しながら、剥離発生のメカニズムや

改修法について詳細で示唆に富んだ報告がなされた。

質疑応答では、施工瑕疵と経年劣化との判別、法定点

検の有効性と課題についての質問などがなされた。 

なお、稲岡忠行会員の「有形固定資産会計のすすめ

―分譲マンション管理組合会計」も報告が予定されて

いたが、同会員の体調不良によりやむなく取りやめと

なった。ご本人は直前まで意欲的に準備をされており、

また会員から取りやめを残念がる声も寄せられた。ど

こかで改めて報告を聞く機会をつくることができる

とよいのだが。

 

 

 

 

 

 

 

■事務局通信 会員の動向（2022 年３月１日〜2022 年６月 30 日、（ ）内は支部・地域委員会名） 

【入会会員】 「正会員」 伊藤勇志（関東）、荒木理江（関東）、布施征男（関東）、中村亘男（関東）、角村法久（中部）、

三田村茂雄（関西）、須田明（関東）、東輝家（東北）、阿南賢人（関東）、武田幸雄（関東）、

橋本丈次（関西） 

 「賛助会員」 大阪府（都市整備局住宅建築局居住企画課）（関西） 

【退会会員】 「正会員」 松本健（関西）、鈴木裕人（東北） 

※お詫び：前回のニュースレター（88 号）にて、退会「正会員」の欄に石山佳夫様（関東）のお名前が記載されておりましたが

誤りです。大変申し訳ございません。お詫び申し上げます。 

■編集後記 暑い夏、外から戻り、家のドアを開けた瞬間、マンションのありがたさを実感。（戸村） 

第９分科会 

「一般報告」 

岡田康夫（國學院大學） 


